明治乳業事件への救済命令を求める要請書
 [ 平成６年 不 ５５号事件、その他 ]
２０　　年　　月　　日
東京都労働委員会　会長　永井紀昭　殿

住　　所
団 体 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代 表 者
本件、明治乳業全国事件(１０事業所３２名)は、11年余の凍結期間も含めますと平成6年7月の申立から、実に17年余にも及ぶ長期争議となっています。
　長期間を要しましたが、総論から各論立証を通して本件が「典型的な不当労働行為・差別事件」であることが、極めて鮮明になるなかで審査が終結しています。

第一に、申立人らが全国各地の事業所において、１９６０年代後半から会社が強行する人減らし「合理化」施策に対し、仕事や健康を守る方針で旺盛な組合活動を行い、同時に、全国的にも連携しながら集団として旺盛な活動を行っていた実態が鮮明になりました。　　

第二に、旺盛な組合活動に危機感を深めた会社が、労組右傾化を狙う「インフォーマル組織」を各工場に結成し、従業員を紅組・白組・雑草組に分断して管理。そして、昇給・昇格・仕事差別で集団帰属の踏み絵を迫り、労組役員選挙に介入して組合支部を変質させてきた実態が、会社の秘密資料など豊富な証拠によって全面的に解明されました。　

第三に、人事考課制度の恣意的な運用によって、市川工場事件の格差比較とは異なる、「事業所採用者コース」の同期・同学歴中位者との比較でも、平均年収(平成５年度)で120万円(最大２２４万円)もの格差が存在していること。さらに、申立人らと他の集団との職分格付けの比較では、２～３ランクもの格差の存在が鮮明になったのです。
第四に、格差の「合理的理由」立証として会社が行った、相対比較抜き「個別アラ捜し」立証の異常性が明らかになったことです。会社が証拠として提出した作業ミス事例の「報告書」などが、「本人が休日で出勤していない日の事例」とか、「作業システムや共同作業」に起因する事例など、捏造された事例も含め信憑性のないことが鮮明になったことです。
これらの事実が、労働委員会の蓄積された判断手法に基づいて、注意深く精査・判断されるならば、不当労働行為事件として救済されるのは明らかなことだと確信しています。
　本件は、長期争議の中で申立人の全てが定年退職となり、市川工場事件を含むと１０名もの申立人らが、すでに他界しているなど人道上も放置できない事態となっています。
全面解決を実現するためにも、東京都労働委員会に救済命令の交付を強く求めます。

記
一、(株)明治の不当労働行為と差別の「やり得」を許さない、労働委員会制度の設立趣旨に基づく、全面解決にむすびつく救済命令の交付を早期に求めます。
以上
